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　　　　　　　　はじめに
　地震とは突然起こり、現在の科学では誰にも・
揺れを止められない。このような震災直後の公
的な援助「公助」には、多くの場合、・限りが生
じる。「平成ユ6年版防災白書」1）によると阪神
・淡路大震災では6，000人を超える人が犠牲と
なったが，要救助者35，　OOO人のうち約8割の27，
000人が家族や近隣者により救出されたといわ
れている。自分を守るためには、災害対応力の
うち「自助」「共助」に属する行動と備えが欠
かせないといえる。また、公助の援助を円滑に
一人ひとりのもとへ届くように対応できる一人
ひとりの力とそれらの連携も不可欠と言えよう。
［災害対応力】
　　　　　　　　　［公助】
s町村区を始め警寮・消防・都・国といった行政機関、
宴Cプライン各社を始めとする公共企業、こうした機関
ﾌ応急対策活動をいう
　　　　　　　　　［共助1
ﾟ隣の人々と協力して地域を守る、備えと行動をいう
　　　　　　　　　i自助】
ｩ分の手で自分・家族・財産を助ける、備えと行動を
｢う
図1　災害対応力（自助・共助・公助とは）
・自助・共助・公助の連携は大切である。一般的に
　郵要とされるカの割合は自助7割共助2割公助1
　割といわれている
自助・共助は、震災の被害を最小限に抑えかつ
早期に復旧・復興するるためにも必要な事柄で
あるといえる。現在、公序と共に自助・共助の
必要性および意義に異を唱える人はいない。し
かし、現実問題としてはどのような備えと行動
が、どの程度、一人ひとりにあると災害対応力
として役立つのか不明である。
　そこで、著者らは新潟県中越地震の生活支援
に関する調査の一環として、私たちの暮らしと
非常食、非常用食品との関わり方に関する調査
・活動に着手することにした2）。今回、非常食
を通じて災害対応力や非常時の食生活について
考えられる食に関する指導プログラムの在り方
を模索するために、非常食・配給食に係わる食
．の講義を受講した女子大生を対象にその学習効
果を、非常食に関する認識度や備蓄食品の選択
の変化から調査検討すると共に、非常食を食育
教材のひとつとして捉えた場合の展開について、
若干の検討を行ったので報告する。
　　　　　　　　方　　法’
1．非常食・配給食に関する調査
1－1　調蛮対象者と実施時期
　調査は県立新潟女子短期大学生活科学科食物
栄養専攻ユ・2年生を対象に実施した。調査実
施時期は非常食・配給食に関する学習の一環と
して2005年ユ1月10日に開いた講演会受講前（n
＊1生活科学科食物栄養専攻、＊2生活科学科生活科学専攻
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表1　非常食・配給食に関するアンケート質問項目の概要（その1）
（n＝78）
1－1 非常食関迎用瓶の認置銭度についての質問
1）非常食　2）配給食　3）救荒食・備荒食　4）保存食　5）飲用水　6）その他
1－2災害（地震・台風・洪水・泣波・唄火・早勉（かんばつ）・大火災・伝染病など）の際の食についての関心度についての質問
1）非常食　2）配給食　3）救荒食・備荒食　4＞保存食
2－1 非常食において霊要視する項目についての質問
1）安全性　2）栄斐性　3）嗜好性　4）経済性　5）簡便性　6）貯蔵性　7）病気の予防
3－1 康庭で備えている非常食についての質問
1）乾パンやクラッカー等　2）レトルト食品　3）缶詰等
3－2宗庭で備蓄したい（備蓄している）食品についての質問
1）朝（主食・副食・デザート・飲み物）　2）昼（主食・副食・デザート・飲み物）
3）夕（主食・副食・デザート・飲み物）
4－1 はじめて非常食に関して学習体験をした時期についての質問
1）園児　2）小学生　3）中学生　4）高校生　5）その他　6）今回が初めて
4－2各教科における非常食を学習教材（小中高校）として用いた場合、子どもの防災または災害への取り組み方や理解度向上への期
待度についての質問
1）国躇　2）社会（歴史）　3＞社会（地理）　4）社会（公民）　5）数学　6）理科（物理）　7）理科（化学）
8）理科（生物）　9）理科（地学）　10）音楽　11）美術　12）体育・保健体育　13）技術家庭・家庭科
14）英話　15）道徳　16）給食　17）その他（生活科・総合学習）
5 非常食や配給食から遮想するイメージについての質問
＊自由回答
表2　非常食・配給食に関するアンケート質問項目の概要（その2）
（n＝74）
1，－1 災害（地震・台風・洪水・潔波・噴火・早魑（かんばつ）・大火災・伝染病など）の際の食についての関心度についての質問
1）非常食　2）配給食　3）救荒食・備荒食　4）保存食
2，－1 非常食において量要視する項目についての質問
1）安全性　2）栄養性　3）嗜好性　4）経済性　5）簡便性　6）貯蔵性　7）病気の予防
3’－1 家庭で備蓄したい（備蓄している）食品についての質問
1）朝（主食・副食・デザート・飲み物）　2）昼（主食・副食・デザート・飲み物）
3）夕（主食・副食・デザート・飲み物）
3，－2 家庭で非常食として備えられるまたは考えられる食品（食材）についての質問
1）野菜類　2）果実類　3）穀類　4）いも類　5）豆類　6）種実類　7）きのこ類　8）卵類　9）乳類
10）嗜好飲料類　11）鯛理加工食品類　12）その他
4’－1
1）国語　2）社会（歴史）　3）社会（地理）　4）社会（公民）　5）数学　6）理科（物理）　7）理科（化学）
8）理科（生物）　9）理科（地学）　10）音楽　11）美術　12）体育・保健体育　13）技術家庭・家庭科
14）英語　15）道徳　16）給食　17）その他（生活科・総合学習）
4’－2 非常食・防災と関連づけられたりした学習や体験が催された場合の関心度についての質問①自治体
1）全く参加したくない　2）あまり参加したくない　3）どちらでもない　4）参加してみたい　5）とても参加したい
6）わからない
非常食・防災と関連づけられたりした学習や体験が催された場合の関心度についての質問②自衡隊
1）全く参加したくない　2）あまり参加したくない　3）どちらでもない　4）参加してみたい　5）とても参加したい
6）わからない
非常食・防災と関連づけられたりした学習や体験が催された場合の関心度についての質問　③病院
D全く参加したくない　2）あまり参加したくない　3）どちらでもない　4）参加してみたい　5）とても参加したい
6）わからない
非常食・防災と関連づけられたりした学習や体験が催された場合の関心度についての質問④教育機関
1）全く参加したくない　2）あまり参加したくない　3）どちらでもない　4）参加してみたい　5）とても参加したい
6）わからない
非常食・防災と関連づけられたりした学習や体験が催された場合の関心度についての質問⑤非常食品製造機関
1）全く参加したくない　2）あまり参加したくない　3）どちらでもない　4）参加してみたい　5）とても参加したい
6）わからない
非常食・防災と関連づけられたりした学習や体験が催された場合の関心度についての質問⑥各種ボランティア団体
1）全く参加したくない　2）あまり参加したくない　3）どちらでもない　4）参加してみたい　5）とても参加したい
6）わからない
4’－3 水および火が使用できない3日間（9食分）における希望する配給食数についての質問①自治体
1）0－1食分　2）2－3食分　3）4－5食分　4）6－7食分　5）8－9食分　6）わからない
水および火が使用できない3日間（9食分）における希望する配給食数についての質問②自衝隊
1）0－1食分　2）2－3食分　3）4－5食分　4）6－7食分　5）8－9食分　6＞わからない
水および火が使用できない3日間（9食分）における希望する配給食数についての質問③病院
1）0－1食分　2）2－3食分　3）4－5食分　4）6－7食分　5）8－9食分　6）わからない
6 災害と食に関する意見についての質問
＊自由回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　゜
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＝78）と受講後（n＝74＞に分けて、同年11月
に行った。
1－2　調査方法と内容
　調査は非常食・配給食についての学習の一環
として開いた講演会受講の前後に、「表1・2
　非常食・配給食に関するアンケート質問項目
の概要（その1）（その2）」に示す内容にっい
て、質問紙による自己記入式の方法で行った。
表1のその1が講演会受講前、表2のその2が
受講後である。
　講演会については、中越地震を実体験された
非常用食品の専門メーカーホリカフーズ（株）
取締役部長別府茂氏に依頼して2005年11月10日
に「被災地の食事」というタイトルで実施した。
講演内容は、被災地の現状と今回の地震の特徴、
被災直後のライフライン・衛生状態・食事環境
の状況、救援生活中の食料、地震の影響と病院
施設の食事状況についての調査結果および演者
写真講演の様子
が考える被災直
後に役立つ食の
条件にもとつい
たレスキューブ
ーズ開発秘話に
ついてである。
　なお、非常用
食品への関心が
低いと考えられ
るパネリストが
いることも考慮
して、実際にレ
スキューされる人、レスキューする人のために
開発された非常用食品についての紹介および簡
易な試食についても併せて実施した。
　　　　　　　結果及び考察
1．非常食の認知度・関心度
　非常食関連語句におけるパネリストの認知度
について、質問（質問1－1）を行った。その
結果を「表3　非常食関連用語の認知度（％）」
に示す。「非常食」「保存食」を「知っている・
食したことはあるが明確な名説明はできない」
「熟知・明確に説明することができる」と答え
たパネリストは80．80％、「保存食」も同様の79．5
％であった。「配給食」は54．6％、「救荒食・備
荒食」は1．3％であった。また、調査を実施し
たパネリスト（n　＝・　78）に対して、事前に被災経
験等についてたずねたところ、中越地震被災の
割合は14．1％、配給食の経験者は5．1％、中越
地震以前より非常食を備蓄している割合は16．7
％、震災後に備蓄をおこなうようになった割合
は9．096、配給食を経験して備蓄を行うように
なった割合は1．396であった。これらの結果は、
本パネルが飽食の食生活を営み飢蓮などを原因
とする物資停滞という状況を経験していないこ
とを反映した結果であると思われる。
表3　非常食関連用語の認知度（％）
1－1
in＝78）
今回
奄ﾟて
見・聞きし
ｽことはあ
驍ｪ脱明
@不可
知っている・
Hしたことは
?驍ｪ明確
ﾈ説明不可
熟知・明確
ﾉ説明可
非常食 1．3 17．9 50．0 30．B
配給食
kn＝77）宰
5．5 39．0 41．6 13．o
救荒食・儀荒食 92．3 6．4 1．3 0ρ
保存食 1．3 19．2 48．7 30．B
＊1名然回答
ここで用いている「非常食」とは、震災時のために準備してお
く食品。「配絵食」とは、割り当てて銘々に与える食品。「救荒
食・備荒食」とは、飢謹の際に救助する食品、甘藷（かんしよ）
・馬鈴薯（ばれいしよ）・稗｛ひえ）など、備荒作物。保存食
とは、塩蔵品・乾燥品など、そのま窪の状態で一定期問腐敗し
ないようにした食品、集団給食施設で、食中毒などが発生した
ときに提出する旺拠物件用に保存しておく、提供した食事と同
じものは該当しない。
表4　災害食関連用語の関心度（％）
1－2
in；78）
全く閲心
@なし
あまり関
Sない
どちらで
@ない
やや関心
ｪある
とても関心
ｪある
非常食 αo 3．8 14．1 51．3 30β
配給食 α0 6．4 179 474 282
敦荒食・儀荒食 1．3 12．8 39．7 32．1 14．1
保存食 0．0 5．1 17．9 4aフ 28．2
1「－1
in言74〕
全く関心
@なし
あまり関
Sない
どちらで
@ない
やや関心
ｪある
とても関心
@がある
非常食 0．0 0．0 α0 35．5 635
配給食 0．0 1．4 5．4 45．9 470
救荒食・儀荒食 α0 9．5 32．4 324 25．7
保存食
y弔73）＊
0．0 5．5 αB 41．1 46．6
　il名無回害
　非常食に対するパネリストの関心度について、
講演会受講の前（質問1－2）と受講後（質問
1’－1）に質問した。その結果を「表4　災害
食関連用語の関心度の〔96）」に示す。「非常食」
について「とても関心がある」と答えた講演会
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受講前のパネリストは30．8％であったが、受講
後の調査では63．5％と増加した。「配給食」28．2
％から47．3％へ、「救荒食・備荒食」14．3％か
ら25．7％へ、「保存食」28．2％から46．6％へと
いずれも関心度が上昇した。講演会を体験する
ことによって、非常食について具体的に理解し
ようと試みる変化が表れているように思われる。
2．非常食で賃要視する事柄とは
　パネリストが、一般の食品と比べて非常食に
対して「安全性」「栄養性」「嗜好性」「経済性」
「簡便性」「貯蔵性」「病気の予防」7項目それ
ぞれ重要視する程度について、講演会受講前（質
問2－1）と受講後（質問2L　1）に質問を行
った。その結果を「表5　非常食における項目
別の重要度（％）」に示す。パネリストは講演
会受講前後共に、「貯蔵性」（：前74．4％後74．3
％）、「安全性」〔：前62．8％後62．3％）、「簡便
性」（：前51．3％後60．8％）の項目について「と
ても重要視する」と答えている。震災時のため
に準備しておくための食品すなわち非常食とは、
貯蔵性・安全性・簡便性を特に重要視しなくて
はならない食品であるとパネリストは判断して
いると思われる。一般に、多くの人が求める食
品を築く場合、質問に記した7項目についての
検討は欠かせない。今後、各項目と非常食につ
いて、非常食の質といった点からもさらに検討
を進めていきたいと考える。
表5　非常食における項目別の重要度（％）
2－1
kn＝78）
全く璽要
汲ｵない
あまり璽要
汲ｵない
どちらで
烽ﾈい
やや重要
汲ｷる
とても■
v視する
わから
ﾈい
安全性 oo 3．8 26 30．8 6Z8 0ρ
栄蔓性 OP 9．o 5．1 48．7 37．2 oρ
曙好性 15 23」 2，．8 43β 1a3 o．o
経済性 軌o ！4」 2！．8 372 24護 2．6
簡便惟 o．口 3．8 屡．4 38．5 51．3 OP
貯眠柱 OP 1謡 3．8 20．5 74．4 OP
痢気の予防 0ρ 9P 25．9 30．8 3Z1 1．3
2’－1
i嘔74｝
全く1更
ﾏしない
あまり1要
汲ｵない
どちらで
烽ﾈい
やや重要
汲ｷる
とても重
?汲ｷる
わから
ﾈい
安全性 oo o．o 4．τ 33．3 6Z2 o．o
栄餐性 0ρ 4．1 9．5 47．3 392 oρ
嗜好性 oρ 1α8 31．1 47．3 田』 oρ
経済性 oρ 9．5 2加 44．6 17．6 1．4
簡便性 o．o 1．4 54 32．4 60．8 口．0
貯蔵性 OP 0ρ 5蝿 20．3 74．3 α0
病気の予防 OP 10．8 23P 37．8 27．o 1．4
3，家庭における非常食の備蓄について
　パネリストが各家庭においてどのような非常
食を備えているのかについて、質問（質問3－
1）した。この質問では、非常食の対象として
扱われることが多い「飲料水」「缶詰」「レトル
ト食品」「乾パンやクッラカー等」について、
それぞれの備蓄の有無を質問する形式とした。
その結果を「図2　各家庭で備えている非常食
（質問3－1）」に示す。項目ごとの備蓄度は
17．9～34．5％であった。
飲輯水
缶詰等
レFルト食品
乾パンやクラッカー等
　　　070　　　　20、0　　　　40．0　　　6D．0　　　　80．0　　　100、O
　　　■傭えている　　　口備えていない　　　　　㈹
図2　各家庭で備えている非常食
　　　（質問3－1）
　次に、パネリストが備蓄したい（備蓄してい
る）食品について、講演会受講前（質問3－2）
と受講後（質問3’－1）に質問した。なお、質
問に当たっては、日に3度の食事「朝食」「昼
食」「夕食」における各構成「主食」「副食」「デ
ザート」「飲み物」ごとに先の質問（質問3－
1）であげた飲料水・缶詰・レトルト食品・乾
パンやクッラカー等はもちろんそれ以外の食品
も広く含めて自由に記術する形式とした。ここ
では、食事構成ごとに記された食品の数を集計
した結果を「表6　自分が備蓄している（備蓄
したい）食品（％）」に示す。
　その結果、講演会受講前の質問3－2と比べ
ると講演会受講後の質問3’－1は、朝食・昼食
・夕食いずれの主食・副食・デザート・飲み物
においても、使用される食品の数の増加がみら
れた。食品の数の増加は、記述内容から主に日
常使用している一般加工食品のうち、貯蔵性・
簡便性の高い食品が多く加筆されている。主食
を例にあげると、講演前では乾パンの記述が最
も多く見られたが、講演後ではレトルト・缶詰
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表6　自分が備蓄したい（備蓄している）
　　　食品（％）
3－2
in＝78） 朝食 昼食 タ食
3’－1
in＝74） 朝食 昼食 タ食
0 16．716．716．7 0 4．1 4．1 5．4
1 74．473．1 71．8 1 73．077．074．3主食
H品
@数 2
7．7 7．7 9．0
主食
H晶
@数 2 20．314．917．6
3 1．3 2．6 2．6 3 2．7 4」 2．7
0 37．238．529．5 0 17．614．914．9副食
H品
@数
1 55．157．762．8
副食
H品
@数
1 7t677．070．3
2 7．7 3．8 7．7 2 10．8 8」 14．9
0 75．669．274．4 0 54」 56．856．8ア食
U品
P数
g
1 23．129．523．1
ア食
U品
P数
g
1 44．640．541．9
2 1．3 1．3 2．6 2 1．4 2．7 1．4
0 15．416．715．4 0 6．8 8」 6．8
1 76．976．975．6 1 77．078．479．7飲食
ﾝ品
ｨ数 2 7．7 6．4 9．0
飲食
ﾝ品
ｨ数 2 13．510．812．2
3 0．0 0．0 0．0 3 2．7 2．7 1．4
のごはん・お粥と記述するパネリストの回答が
多く、次に乾パン、缶詰のパンと続いている。
今回、講演会の中で非常用食品の紹介および簡
易な試食を体験したことも食品選択の増加に影
響したと思われる。
　受講後のパネリストに家庭で非常食として備
蓄できるまたは考えられる食品（食材）につい
ても食品群ごとに（質問3’－2）質問した。そ
の結果を「表7　家庭で非常食として考えられ
る食品（食材）」に示す。パネリストは、各食
品群のうち「穀類」（：90．5％）、「調理加工食
品類」（：85．1％）、「嗜好飲料類」（：77．0％）
について、非常食として考えられる食品（食材）
と回答している。質問3’－1で回答された数多
表7　家庭で非常食として可能な食品
　　　（食材）
3’－2
in＝74）
考えられると答えたパネリストの割合
@　　　　　（％）
野菜類 39．2
果実類 55．4
穀類 9α5
いも類 64．9
豆類 52．7
租実類 58」
きのこ類 284
卵類 1α8
乳類 43．2
暗好飲料類 77ρ
調理加工食品類 85」
その他 24β
くの食品が該当する食品分類名と一致している。
これらの結果は、パネリストが講演会受講によ
って非常食についての認識が高まり、非常食の
対象として扱われることが多い食品以外に、日
常において身近にある加工食品（保存食を含め
た食品）の中から非常食として活用可能な食品
を選択することが考えられるようになったこと
を示唆していると考えられる。
4．非常食の学習について
　講演会受講前のパネリストに、はじめて非常
食の学習体験をした時期について質問（質問4
－1）した。また、学習体験した内容について
も記入する形式とした。はじめて参加した時期
の結果を「表8　はじめて非常食の学習体験を
した時期」に示す。パネリストの記憶によると、
26．3％が小学生の時期と答えている。また、そ
の内容は小学校で実施された避難訓練時に乾パ
ンを食した記憶があると答えたパネリストが最
も多かった。
　食の学習では実際に食するという体験は大切
である。非常食の場合も、関心度・認識度を高
めるために極めて効果的であると推察できる。
加えて、深い理解と確実な定着を図るためには、
学習者の年齢や学習する内容およびその展開方
法についても工失する必要があろう。
表8　はじめて非常食の学習体験をした時期
4－1
in＝78）
はじめて参加した時期
@　　（％）
園児 0．0
小学生 26．3
中学生 11．3
高校生 3β
その他 6．3
今回始めて参加 52．5
　非常食を各教科における学習教材（小中高
校）として用いた場合、子どもの防災または災
害への取り組み方や理解度向上にどの程度期待
が持てると考えられるのかその期待度について、
講演会受講前（質問4－2）と受講後（質問4’
－1）のパネリストに質問した。その結果を「図
3　各教科における防災・災害用学習教材とし
ての可能性（質問4－2）」と「図4　各教科
における防災・災害用学習教材としての可能性
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国隔
，工搬‘巴免｝
，土蝋埴卿
杜会〔公艮1
敷＃
剛4（物⑳
堰響4（化掌｝
壇嚇〔生物｝
m＃（地4）
督m
賛断
悌膚・際電体肩
厳桁軍眠・置麿科
莫晒
遵理
帖食
モの他
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図3　各教科における防災・災害用学習
　　　教材としての可能性（質問4－2）
国闘
社会〔歴史，
社金〔㎏理1
社金〔公働
致＃
理警4【物珊
理科【化学，
壇辱4催物，
理糾ζ地寧，
督鱗
員術
体青・保健体青
妓術家麿・累霞料
簾藺
遥億
昭盒1
その他
　　　0』0　　　　　20，0　　　　40．D　　　　60．0　　　　30，0　　　　100．0
■全く期待できない璽期締できない　　ロどちらでもない
■期待できる　　　ロとても期待できる■わからない　　　　CS）
図4　各教科における防災・災害用学習
　　　教材としての可能性（質問4’　－1）
1）「理科」とは学校教育で、自然界の事物・現顧を学ぷ教科のことをいう。
2）「技術家庭」中学校教育の教科の一。男子向きの技術科と女子向きの家庭科からなる。1958年（昭和33）の教育課程改訂で必
　修科目とされた。
3）f寂庭科J1947年（昭和22）以降、小・中・高の各学校に新設された教科の一。尿庭生活に必要な基礎的な知識・技能・態度
　の習得を目的としている。93年度から中学で、94年度から高校で、男女共修が義務づけられた。
4）「生活科」とは1989年（平成1）告示の学習指導要領に取り入れられた小学校低学年の新教科目である。従来理科と社会科を
　統合されたものをいう。
5）「総合学習」とは、学校教育におけるカリキュラムの一形態のこと。教科の枠組みを超えて総合的に学習を進めることをいう。
（質問4’－1）」に示す。なお、現在、学校に
おける食に関する指導は、給食の時間のほか、
特別活動、社会・理科・生活・家庭・体育（保
健）などの教科、道徳、総合学習、家庭・地域
との連携、個別指導など多岐に渡っているため、
教科目を限定せずに広範囲において質問するこ
とにした。生活科と総合学習は「その他」の項
目に含めた。
　その結果、パネリストは講演会受講の前後共
に「給食」（；前60．3％後60．8％）、「その他（生
活科・総合学習）」（：前51．3％後60．8％へ）の
項目で「とても期待できる」と答えている。震
災時のために準備しておくための食品すなわち
非常食の学習の内容は、限られた教科ではなく、
教科の枠組みを超えた形で総合的に学習が行わ
れる形態の時間や実際に食するという体験を望
んでいると思われる。
　つぎに、非常食・防災と関連づけられたりし
た学習や体験が催された場合、その学習や体験
に参加したいと思うのか、それらへの関心度に
ついて（質問4’－2）、講演会受講後のパネリ
ストに質問した。現在、防災をテーマにした多
くのイベントが様々開催されている。そこで、
開催者側別における各々関心の程度についてパ
ネリストに質問した。ここでは、開催者側を「自
治体」「自衛隊」「病院」「教育機関」「非常食品
製造機関」「各種ボランティア団体」として行
った。その結果を「図5　非常食・防災に関す
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る学習参加への関心度（質問4’－2）」に示す。
パネリストは「非常食品製造機関」に対して「と
ても参加してみたい」「参加してみたい」を合
算すると79．8％と高い関心度を示すことがわか
った。パネリストは非常用食品および非常用食
品の製造について高い関心を持っていると推察
される。「教育機関」に対して59．5％、「自治体」
に対して54，0％「とても参加してみたい・参加
してみたい」と答えている。
日泊体
臼衛博
“競
救胃臓脳
罪窺禽島製遣鞭圓
告皿串’ラ万a団体
　　　　0．0　　　　20、0　　　　40．0　　　　60．0　　　　80．0　　　　100．0
■全く参加したくない　●あまり参加したくないロどちらでもない　　tS）
■参加してみたい　　　ロとても参加してみたい■わからない
図5　非常食・防災に関する学習参加への
　　　関心度（質問4’　－2）
　被災時に病院・自衛隊・自治体からパネリス
ト自身が配給を受けると仮定した場合の希望す
る配給食数について（質問4’－3）講演会受講
後に質問した。ここでの被災時とは、水および
火が使用できない3日間の計9食分についてと
した。希望する配給食数については「0－1食
分」「2－3食分」「3－4食分」「5－6食分」
「8－9食分」から選択し、その理由について
も記入する形式とした。パネリストが配給食数
を選択した結果を「図6　被災時に希望する配
給食数（質問4’－3）」に示す。パネリストは
「自治体」「自衛隊」から数多くの配給食を望
んでいることがわかる。その理由として、多く
のパネリストが、　『病院の備蓄は傷病者に優先
的に用いられるべきものである』『自治体・自
衛隊が配給することは義務である」と捉えてお
り、自治体と自衛隊の備蓄の実態をよく知らな
いとしながらも、　『身近な自治体を希望したい
と思う一方、自治体が備蓄されている配給食数、
自治体が被災した場合に生じるであろう配給停
止の事態などを想定し、確実に安定した配給を
病院
自衛隊
自治体
　o．o　　　　　お　　　　　4e，o　　　　oos　　　　　　on　　　　　Ioo，e
　■o－IA分　　　　ロ2－3食分　　　　．4－SA分　　　〔s｝
　■5－7食分　　　　ロ8－9食分　　　　ロわからない
，　病院（n冨75⊃　3　亀　自衛隊〔n＝75，　零　吃　自治体〔n言74）
・寧病院o－1食分．2－3食分、自衛隊2－3食分．4一匠
　食分と複敗複数回筈のパネリスト1名有り。
　　図6　災害時に希望する配給食数
　　　　　（質問4’－3）
してくれるであろう自衛隊に期待し、希望す
る』と答えている回答が多かった。なお、「わ
からない」と答えたパネリストの多くは、　「配
給食があればどこからでも構わないができれば
1日1食程度は配給を希望する』と答えている。
そのほか『加熱された食事を配給する可能性が
高そうに思われる』『一人ひとりに確実に配給
を実施してくれそうである』といった理由をあ
げて回答しているパネリストが複数いた。
5．災害に備える食とは
　講演会受講前のパネリストに非常食や配給食
から連想するイメージ、講演会受講後のパネリ
ストに災害と食に関する意見についての質問を
した。自由回答の形式で行った。その結果の中
から数多く記述された句を以下に記す。
受講前：『非常食とは乾パン」『調理せずにそ
　のまま食べられる」『缶詰』『年齢別の配慮が
・ないjr空腹を満たせばよいので嗜好性は重
　要ではない」「栄養に偏りがあり長期に渡る
　と体調を崩す」r保存性が高い」「普段は食べ
　たくない」『その場しのぎの食事」「おいしく
　ない」「冷たい』「飽きる』『量が少ない』『水
　分が少なく硬い」「コンビニ」1炊き出し』『よ
　く分からない」
受講後：「非常食≠乾パン』『さまざまな非常
　食がある」「火を使わず簡単操作で暖かいも
　のが食べられ．るのはすごいj『おいしい、お
　年寄りでも食べられそう」『やっぱり栄養が
　取れる美味しい食べ物を食べたい」「食のも
　つおいしさ安心さは心のケアにつながるJ「我・
　慢より安心感」『各入の体調・個食に対応で
　きる食品がほしい』『パンとおにぎりの入手
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　のし易さ食べ易さに驚いた』rこのような講
　習会に積極的に参加したい」『非常食に対す
　る考え方が変わった』「日頃から、受け身で
　はなく積極的に被害に備えたい』『自治体・
　家庭の事前準備を万全に』「身近に安価な非
　常食がほしい」
　受講時の真幣なパネリストの心の内が伺える
内容であった。意識の高まりが認められる。今
回の学習はパネリストに災害と食に関する何が
しかの示峻を与えたと思われる。
　人間は災害から逃れることはできない。未曾
有の20041FIO月の新潟中越地震から3年後の
2007年7月16日、震源の深さ17キロ、マグニチュ
ードは6．8と推定される新潟県上中越沖を震源地
とする地震（新潟県中越沖地震）が発生し、現
在も献身的な復旧が続けられている。私たち一
写翼　柏崎市内に建設される
　　　仮設住宅
人ひとりが
災害対応力
を高め続け
ていくため
に、そのひ
とっとして
非常食や非
常時の想定
される食生
活について、
平常時から
いつも考え続けていく働きかけが大切であろう。
私たちは非常食に関する継続的な学習活動のシ
ステムを必要としていると考える。
　　　　　　　　おわりに
　本研究では、非常食を通じて災害対応力や非
常時の食生活について考えられる、食に関する
指導プログラムの在り方を模索するための基礎
調査をおこなった。
　飽食であるわが国の食生活の中で、食料の調
達は、企業化された食品産業によって賄われて
おり、この加工食品の増加は、企業と消費者の
距離を縮めているといえる。そしてこれは、必
然的に、自ら食料の多くを生産しない生活者に
製造された食料品についての知識と正しく用い
ることができる力を要求している。また、一方
食科を製造・流通する側には、食生活の中に占
める加工食晶の割合の増加がもつ意味や影響を
これまで以上に真摯に受け止めて対応する姿勢
を求めているといえる。
　現在、流通している加工食品のなかには、ま
だよく認識されていない防災用品としての特別
に保存性の高い食品のほかに、日常よく利用さ
れているミネラルウォーター・缶詰・レトルト
食品・インスタント食品といった1～2年程度
の賞味期限を持つ食品がある。これらは家庭に
おける非常食の備えとしても、十分にその役割
の一端を果たすと考える。
　食品のもつ3つの機能すなわち役割とは、「栄
養性」「嗜好性」「生体機能調節」といわれて久
しい。非常時の食事においてもこれらの働きは、
無視できない。非常食を通じて災害対応力や非
常時の食生活について考えられる力を養う指導
内容とは、食に関する知識を深め、食を選択す
る力を習得し、健全な質の高い食生活を実践す
る食育の内容にも繋がると考える。
　今後、非常用食品および各種の加工食品を用
いた非常食の献立構成の視点からさらに検討を
深めていきたい。
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